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社名 バンドー化学株式会社（証券コード：5195） 

本社所在地 兵庫県神戸市中央区港島南町4-6-6 

代表者 代表取締役社長 吉井 満隆 

設立 1906年４月（明治39年４月） 

資本金 10,951百万円（2016年３月31日現在） 

■ 会社基本情報 

●オートテンショナ ●自動車用補機駆動ベルト 

自動車部品事業 

高機能エラストマー製品事業 

●精密機能部品製品 

（左：クリーニングブレード 右：高機能ローラ） 
●機能フイルム製品 

産業資材事業 

●産業機械用駆動 
   ベルト 

●農機用駆動ベルト ●コンベヤベルト 
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Ⅱ.  2016年3月期 決算概要 
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■ 2016年3月期 決算ハイライト 
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2015/3 2016/3 

実績 実績 前年同期比 事前予想 事前予想比 

売 上 高 95,395 93,272 △2,123 95,000 △1,727 

営 業 利 益 4,797 5,960 +1,163 5,800 +160 

経 常 利 益 5,730 6,363 +633 6,800 △436 

親会社株主に帰属

する四半期純利益 
3,758 4,386 +628 4,500 △113 

（百万円） 

営 業 利 益 率 5.0% 6.4% +1.4% 6.1% +0.3% 

 前年同期比では売上高は減少したが、原価低減活動の徹底によるコストダウンにより、営業

利益は増加した。 

 業績予想に対しては、売上高は未達となるも、営業利益は予想を上回る結果となった。 



■ 2016年3月期 決算ハイライト 

 自動車部品事業は、中国、アジアの主要顧客の生産減および日本の生産台数

の低迷により、前年同期比で、販売が減少した。スクーター用変速ベルトを手掛

けるベトナム、インドにおいては、販売が大きく伸長し、インドにおける生産が本

格的に開始した。 

 産業資材事業は、一般産業用伝動ベルト製品が、米国、アジアの堅調な設備需

要と中国の農業機械購入補助金の再開により、前年同期比で販売が増加した。 

 高機能エラストマー製品事業は、高付加価値製品の拡販による機能フイルム製

品の販売が増加するも、主力OA機器メーカーの生産減に伴い、精密機能部品の

販売が減少し、前年同期比での販売はほぼ横ばいに推移した。 

 ナフサ価格の下落に伴う原材料調達価格の低下、原価低減の徹底、および海外

生産拠点の生産増に伴う採算改善が進んだことなどにより、営業利益が増加し

た。 
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■ 四半期推移（売上高/営業利益） 
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（百万円） 
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■ 2016年3月期 セグメント別業績 
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売上高 セグメント利益 

自 動 車 部 品 事 業 42,844 3,323 

産 業 資 材 事 業 33,096 1,924 

高 機 能 エ ラ ス ト マ ー 製 品 事 業 15,619 759 

そ の 他 2,630 275 

セ グ メ ン ト 間 消 去 △920 △322 

合 計 93,272 5,960 

（百万円） 



■ セグメント別 売上高推移 
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(注)上記売上高はセグメント間取引消去後。 

（億円） 
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■ グローバル市場展開：所在地別売上高 

536 521 509 

14/3 15/3 16/3

83 92 98 

14/3 15/3 16/3

99 108 107 

14/3 15/3 16/3

214 231 216 

14/3 15/3 16/3

日本 

欧米他 

アジア 

中国 

（単位：億円） 

(注)所在地別売上高はセグメント間取引消去後。 



■ 自動車部品事業 概要 
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日本 

 米国と欧州では引き続き自動車生産台数が好調に推移
し、補機駆動用伝動ベルト製品の販売が伸長。 

 トルコは補修、OEMともに販売が伸長。 

所在地別売上高 

(億円) 

欧米他 

(+6.2％) 

中国 

(△10.9％) 

 昨年10月に導入された小型車減税措置が寄与し、補機駆
動用伝動ベルト製品の販売は増加するも、主要顧客の減
産の影響で補機駆動用伝動システム製品の販売が減
少。 

アジア 

(△9.3％) 

 インド、ベトナムにおいて、スクーター用変速ベルトが好調を
維持し、販売が増加したが、韓国において、当社部品搭載車
種の減少で補機駆動用伝動システム製品の販売が減少。 

日本 

(△5.5％) 

 軽自動車税の引き上げ前の駆け込み需要の反動や国内
生産台数の減少により、補機駆動用伝動ベルト製品と補
機駆動用システム製品の販売が減少。 

427億円 

製品別売上高 
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その他 

伝動システム

製品(補機駆

動用) 

伝動ベルト(補

機駆動用) 

427億円 456億円 

 伝動ベルト（製品構成比率53％→56％） 

  欧米と中国においては自動車用ベルトの販売が増加し、     

  アジアにおいてはスクーター用変速ベルトの販売が伸長。 

 システム製品（製品構成比率42％→39％） 

  主要顧客のモデルチェンジおよび中国市場における減産の 

  影響等により販売が減少。 

自動車 

部品 

(△6.4％) 

(億円) 

456億円 



■ 産業資材事業 概要 
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欧米他 

中国 

アジア 

日本 

 景気が底堅い米国においては、産業機械用伝動  
ベルトの販売が増加。 

所在地別売上高 

(億円) 
欧米他 

(+7.7％) 

中国 

(+25.4％) 

 農機購入補助金の復活や拡販活動が奏功し、   
農業機械用伝動ベルトの販売が増加。 

アジア 

(+13.4％) 

 タイ・ベトナム・インドにおいて、産業機械用伝動ベル
トおよび農業機械用伝動ベルトの市場開拓に注力
し、販売が増加。 

日本 

(△1.5％) 

 軽搬送ベルトの販売は伸長するも、資源開発用のコ
ンベヤベルトの販売が減少。 

 産業機械用伝動ベルトなどの販売は横ばいに推移。 

330億円 

製品別売上高 

0

100

200

300

15/3 16/3

その他 

一般産業用伝

動ベルト 

軽搬送ベルト 

コンベヤベルト 

(億円) 

 コンベヤベルトは、資源開発用の販売が減少し、全体では減
少。 

 軽搬送ベルトは、国内食品分野向けで伸長するも、海外は中国
食品工場向けなどで販売が減少。 

 一般産業用伝動ベルトは、産業機械用でアジアおよび米国に
おいて販売が増加。また、農業機械用で中国における農機購
入補助金の復活やアジアにおける市場開拓が寄与し、販売が
増加。 

産業資材
(+2.2％) 

323億円 

330億円 323億円 



■ (参考)産業資材事業 概要（一般産業用伝動ベルト製品、運搬ベルト） 
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一般産業用伝動ベルト製品 所在地別売上高 

(億円) 149億円 
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運搬ベルト 所在地別売上高 

運搬ベルト 製品別売上高 

(億円) 

(億円) 

180億円 185億円 

180億円 185億円 



■ 高機能エラストマー製品事業 概要 
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精密機能部品 製品別売上高 

0

30

60

90

120

15/3 16/3

その他 

精密ベルト 

ブレード・高機

能ローラ 

110億円 (億円) 

 OA機器などで使用される精密ベルトおよび
高機能ローラなどの販売が横ばいに推移。 

 ブレードおよびその他の精密研磨材などの
販売が減少。 

精密機能 

部品 

(△2.5％) 

108億円 

機能フイルム 製品別売上高 
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その他 

医療関連 

工業資材 

装飾表示 

建築資材 

45億円 
(億円) 

 工業用フイルムの販売は減少したものの、
建築資材用および装飾表示用フイルムの
販売が増加。 

機能 

フイルム 

(+4.2％) 

47億円 
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百万円
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■ キャッシュフローの推移 

15 



16 16 

■ 連結貸借対照表 

0

100

200

300

400

500

600

700
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900

1000

固定資産 455

その他資産 17

棚卸資産 118

売上債権 193

現金及び預金 161

純資産 567

その他負債 234

有利子負債 144

固定資産 432

その他資産 16

棚卸資産 105

売上債権 183

現金及び預金 169

純資産 552

その他負債 229

有利子負債 125

946億円 907億円

※期末日レート

USD:15/3期末 120.15円

→16/3期末 112.62円

＜純資産＞
円高株安により、為替換算
調整勘定・有価証券評価差
額金が減少し、純資産は減
少(△15.7億円)。

＜負債＞
有利子負債を圧縮したうえ
で、ネットキャッシュ額は17.1
億円から44.2億円に増加。

＜資産＞
減収に加えて、期末に円高
が進んだことから、総資産は
減少(△39.3億円)。

‘15/3 ‘16/3 

16 
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■ 財務指標 
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Ⅲ.  2017年3月期 業績予想 
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■ 2017年3月期 業績予想 
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2015/3 2016/3 2017/3 予想 

実績 実績 前年同期比 

売 上 高 95,395 93,272 94,000 +727 +0.8% 

営 業 利 益 4,797 5,960 6,000 +39 +0.7% 

経 常 利 益 5,730 6,363 6,400 +36 +0.6% 

親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 

3,758 4,386 4,500 +113 +2.6% 

（百万円、％） 

 自動車部品事業では、中国の経済成長については、不透明な状況もありますが、アジア・中国市場および四輪・二輪補修市場での積極的な販
売活動を強化していく。 

 産業資材事業では、中国市場での販売拡大、農業機械用および環境と省エネに貢献する新製品の市場投入により、販売拡大を見込む。 

 高機能エラストマー製品事業では、高付加価値製品の販売増加、精密研磨材やクリーニングシステムなどの成長市場であるオプトエレクトロニク
ス市場への販売拡大を目指す。 

販売面 

 各生産拠点における原価低減活動の徹底や世界最適生産体制の確立により、営業利益増加を見込む。 

 コンベヤベルト・ポリウレタンベルト等での革新製法の本格稼働および自働化の推進を継続し、利益改善を図る。 利益面 



■ 為替レート推移 
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期中平均レート 期末日レート 

2015/3期 
実績 

2016/3期 
実績 

2017/3期 
予想 

2015/3期 
実績 

2016/3期 
実績 

2017/3期 
予想 

米ドル 110.61 119.95 110.00 120.15 112.62 110.00 

ユーロ 138.41 132.25 125.00 130.29 127.47 125.00 

バーツ 3.41 3.42 3.10 3.70 3.20 3.10 

中国元 17.82 18.80 17.00 19.36 17.37 17.00 

韓国ウォン 0.1041 0.1036 0.0900 0.1084 0.0982 0.0900 
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■ 設備投資額と減価償却費、研究開発費の推移 
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■ 株主配当の推移 
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5.0 5.0 
3.0 4.0 4.0 4.0 5.0 5.0 6.0 6.0 

5.0 
2.0 

3.0 
4.0 4.0 4.0 

5.0 5.0 
6.0 6.0 

'08/3 '09/3 '10/3 '11/3 '12/3 '13/3 '14/3 '15/3 '16/3 

(予定) 

'17/3 

(予想) 

期末（普通配当） 

中間（普通配当） 

配当性向 19.0% － 48.7% 23.7% 53.9% 30.2% 22.0% 25.0% 25.7% 25.0% 

リーマンショック 

 株式併合および単元株式数の変更 

 株式併合 ・・・・・・・・・・・普通株式2株につき1株の割合で併合 

 単元株式数の変更・・・・単元株式数を1,000株から100株に変更 
(注)株式併合および単元株式数の変更は、2016年6月23日開催予定の第93期定時株主総会において、本株式併合に関する議案が承認可決されること
を条件とします。効力発生日はいずれも2016年10月1日です。 

※株式併合（2016年10月1日付）が実施された場合の期末配当金は12円となります。 

 1株当たり配当金の推移 

※ 
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主なトピックス 

2015年 

  4月 ・国内最大級700ｋｇの重可搬用ツールチェンジャー 

         「QUICK-CHANGE GIGA」 を販売開始（ビー・エル・オートテック㈱）  

 

  5月 ・国内2工場(加古川工場:コンベヤベルト、足利工場:精密ベルト) 

      の生産ライン刷新に着手 
 

  7月 ・伸縮性ひずみセンサC-STRETCH®（シーストレッチ）を開発 

      研究開発キットを販売し、量産化の取り組みを推進 

 

  9月 ・ 「輸送貨物の固縛ベルト用張力計」を開発 

  

  10月  ・高負荷対応の歯付ベルトCeptor ®‐Ⅹ(セプターテン）を販売開始 

      ・欧州委員会規則に適合した軽搬送用ベルトを販売開始 

      ・メキシコにて新会社の販売事業を開始(伝動ベルト) 
 

2016年 

  2月 ・工作機械摺動部用シール材バンドーワイパーエッジ®EXを販売開始 
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 伸縮性ひずみｾﾝｻ 

   「C-STRETCH®」 

 「QUICK-CHANGE GIGA｣ 

固縛ベルト用張力計 

高負荷対応の歯付ベルト  

「Ceptor®-X」 

欧州委員会規則に適合した 

「サンライン®ベルト」 

バンドーワイパーエッジ®EX  
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 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれていま
す。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リ
スクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営
環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることに
ご留意ください。又、本資料は情報の提供のみを目的として
おり、取引の勧誘を目的としておりません。 


